
  様式第２号（第７条関係） 

事 業 計 画 書 

※ 記載量により、複数ページにわたっても差し支えありません。 

※ 補助事業の名称及び事業概要（技術、ノウハウその他の競争優位性を失うおそれのあるもの

として公開に適さないと市長が認める情報を除く。）については、公開する可能性があります。 

 

 

申請者 氏名： 

経理担当： 

住所： 

電話： 

メールアドレス： 

（法人の場合は、所在地並びに法人名及び代表者名） 

資本金：     

千円 

（出資金） 

従業員：      

人 

 

中小企業基本法

上の業種分類 

（該当する業種

を選択） 

□製造業   □建設業   □運輸業   □卸売業 

□小売業   □サービス業 

 

□その他（                  ） 

補助事業の名称 （具体的内容が分かる計画名を記載） 

課題 （補助を受けて解決したい課題や問題点について記載） 

事業概要 （業務効率化や省人化等について、具体的に記載） 

事業の効果 （地域のにぎわい創出、経済の活性化等の波及効果等を記載） 

３年以上の計画

の見通し、ロー

ドマップ等 

 

賃金引上げ枠補

助金を申請する

場合 

（別に定める基準日時点の、常時使用する従業員の平均賃金を記入） 


